



































































































































































































































 電子出版制作・流通協議会では 2013 年から毎
年、全国の公立図書館の電子書籍サービスに関す
る調査を行っており、その結果を調査報告書にま



















































































































題 米国公共図書館の経験から. 情報管理. 2015, 
58, 1, p. 28-39. 
3) 清水隆. “もう「電子書籍元年」はない”. 日本
電子出版協会 , キーパーソン・メッセージ , 
2015.06.02. 
http://www.jepa.or.jp/keyperson_message/2015
06_2449/ (参照 2017-1-18). 
4) 自炊代行、作家の勝訴確定 . 朝日新聞 . 
2016-03-19, p. 37. 
5) 日本図書館情報学会用語辞典編集委員会. “電
子書籍”. 図書館情報学用語辞典. 第 4 版, 丸善, 
2013, p. 164-165. 
6) 北克一. “電子書籍とはなにか”. 電子書籍と電
子ジャーナル. 勉誠出版, 2014, p. 11-36. 
7) 日本図書館協会目録委員会 . 日本目録規則 . 
1987年版改定3版. 日本図書館協会, 2006, 445 p. 
8) 国立国会図書館 . “電子書籍フォーマット
EPUB 3.1が“Recommended Specification”と
して承認される”. カレントアウェアネス・ポータ
ル . http://current.ndl.go.jp/node/33214 (参照
2017-1-20). 
9) “電書協 EPUB 3 制作ガイド”. 日本電子書籍
出版社協会. http://ebpaj.jp/counsel/guide (参照
2017-1-20). 
10) “電子図書館サービスTRC-DL よくある質問”. 
TRC 図 書 館 流 通 セ ン タ ー . 
https://www.trc.co.jp/solution/trcdl_qa.html#hiy
o (参照 2017-1-21). 
11) “学術認証フェデレーション 学認 GakuNin”. 
国立情報学研究所 学術基盤推進部学術基盤課. 
https://www.gakunin.jp/  (参照 2017-1-21). 
12) 立石亜紀子ほか. PDA で変わる選書の未来 : 
千葉大学・お茶の水女子大学・横浜国立大学三大
学連携プロジェクトの取組み. 情報の科学と技術. 
2015, 65, 9, p. 379-385. 
13) 山本和雄ほか. 大学図書館における電子書籍
PDA 実験報告 : 千葉大学・お茶の水女子大学・
横浜国立大学の三大学連携による取組み. カ レ ン
トアウェアネス. 2016, 328, p. 7-9. 
14) 稲木竜. 慶應義塾大学における電子書籍の取
り組み－ディスカバリーサービスの活用事例－. 
情報の科学と技術. 2017, 67, 1, p. 14-18. 
15) “図書館向けデジタル化資料送信サービス”. 
国 立 国 会 図 書 館 . 
http://www.ndl.go.jp/jp/service/digital/index.ht
ml (参照 2017-1-20). 
16) 植村八潮、野口武悟編著. 電子出版制作・流
通協議会著. 電子図書館・電子書籍貸出サービス
調査報告 2014. ポット出版, 2014, 223 p. 
17) 植村八潮ほか編. 電子図書館・電子書籍貸出
サービス調査報告 2016. 電子出版制作・流通協議
会, 2016, 134 p. 
18) 平成 23 年度学術情報基盤実態調査結果報告. 
文部科学省研究振興局情報課, 2012, 187 p.  
http://www.janul.jp/j/documents/mext/jittai23k
ekka.pdf (参照 2017-1-23). 
19) 平成 24 年度学術情報基盤実態調査結果報告. 
文部科学省研究振興局情報課, 2013, 201 p. 
http://www.janul.jp/j/documents/mext/jittai24k
ekka.pdf (参照 2017-1-23). 
20) 平成 25 年度学術情報基盤実態調査結果報告. 
文部科学省研究振興局情報課, 2014, 197 p. 
http://www.janul.jp/j/documents/mext/jittai25k
ekka.pdf (参照 2017-1-23). 
21) 平成 26 年度学術情報基盤実態調査結果報告. 
  
文部科学省研究振興局情報課, 2015, 196 p. 
http://www.janul.jp/j/documents/mext/jittai26k
ekka.pdf (参照 2017-1-23). 
22) 平成 27 年度学術情報基盤実態調査結果報告. 
文部科学省研究振興局情報課, 2016, [196] p. 
http://www.janul.jp/j/documents/mext/jittai27k
ekka.pdf (参照 2017-1-23). 
23) “横書きと電子書籍”. 読書世論調査. 2016 年
版, 毎日新聞東京本社広告局, 2016, p. 49-56. 
 
 
 
 
電子書籍と図書館―日本の現状と課題 
栗山正光（首都大学東京学術情報基盤センター） 
 
日本の図書館における電子書籍サービスの現状を概観し、課題について考察した。まず電子書
籍の定義、次に図書館向け電子書籍の利用形態、購入方法、アクセス制限方式などを説明した。
電子書籍ならではの選書方法 PDA、国立国会図書館のデジタル化資料送信サービスにも触れた。
さらに、既存の調査結果に基づいて、公立図書館と大学図書館における電子書籍の導入状況を示
した。最後に、日本語の本の電子書籍化の遅れを指摘し、その充実を課題として挙げた。 
